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次なる感染症危機に向けた厚労省の取組

令和７年１月10日 内閣感染症危機管理統括庁シンポジウム
次なる感染症危機への備え～新しい政府行動計画が目指すもの～
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医療の観点から取り組むべき課題

1. 医療・検査体制の構築

2. 研究・開発

3. 物資等の備蓄



医療・検査

①病床確保
（※）確保病床数には、新興感染症対
応を行う感染症病床数を含む。

予防計画・医療計
画に記載している

目標値

協定締結等
の実績

確保病床数（※） 45,681床 48,028床

うち流行初期
確保病床数（※）

23,213床 32,159床

②発熱外来

協定締結医療機関数 41,643機関 38,114機関

うち流行初期
協定締結医療機関数

15,370機関 26,333機関

③自宅療養者等への
医療提供

予防計画・医療計
画に記載している

目標値

協定締結の
実績

病院・診療所 23,481機関 24,747機関

薬局 31,053機関 47,875機関

訪問看護事業所 5,075機関 5,635機関

④後方支援

協定締結医療機関数 4,319機関 6,047機関

⑤医療人材派遣

派遣可能医師数 3,067人 4,270人

派遣可能看護師数 4,921人 7,225人

○ 各都道府県において、改正感染症法･医療法に基づき予防計画･医療計画を策定した上で、医療措置協定の締結作業等に取り組んでいる。
（令和６年10月１日時点）
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医療措置協定にかかる状況

○ 改正感染症法に基づく協定を踏まえ、厚生労働大臣による新型インフルエンザ等感染症等の発生の公表後１か月以内に、地衛研等のほか、民間検査
機関等も含めて1日約10万件（地方衛生研究所等：約２万件を含む）以上の検査が実施できることを目標に体制整備を進めている。

現在の準備状況
・都道府県等における１日当たりの検査件数：約29万件/日（精査中）（令和６年９月末時点）

検査措置協定にかかる状況

医療及び検査の提供体制については、改正感染症法等に基づき、医療機関や検査機関と協定の締結を進めている。



次なる感染症危機に備えた感染症危機対応医薬品等（M C M）研究・開発の全体像

 経済財政運営と改革の基本方針2024（骨太の方針）（令和６年６月）
 新型インフルエンザ等対策政府行動計画（令和６年７月）
 ワクチン開発・生産体制強化戦略（令和３年６月）
 第３期医療分野研究開発推進計画（案）

ワクチン 治療薬 検査薬

規
制

薬
事

JIHS：感染症インテリジェンス基盤強化、臨床研究NW構築・研究開発推進、科学的知見の提供・情報発信、人材育成、国際連携

創薬ベンチャーエコシステム強化事業

ヘルスケアスタートアップの振興・支援

重点感染症の指定、MCM利用可能性の確保

非ヒト霊長類の需要と供給の現状把握と不足見込み数の推計並びに今後の検討・提言に向けた研究（厚労科研）

SCARDA

ワクチン生産体制等
緊急整備事業

デュアルユース

ワクチン大規模臨床
試験等支援事業

重点感染症に対するワクチン等開発体制整備事業

製
造
基
盤
整
備

研
究
開
発

ワクチンの安定供給指針（予防接種基本計画）

感染症対策上の必要性の高い医薬品の承認申請（通常承認）、特例承認、緊急承認等

新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事業（AMED）

感染症臨床研究ネットワーク/REBIND

抗菌薬原薬国産化事業

抗菌薬確保事業

MCM開発支援事業
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対症療法薬（解熱鎮痛薬等）の安定供給確保

 感染症モニタリング体制強化
  臨床研究中核病院等の治験環境整備・拡充事業 等

次の感染症危機に備え、政府の基本方針等に基づき、危機への医療的な対抗手段となる重要性の高いワクチン・治療薬・検査薬の研究
開発の支援を進めている。

研
究
開
発
基
盤
整
備

確
保

流
通

凡例 新たに設置した組織における取組

従来の研究費の枠組みを活用

関係省庁における施策

関係省庁における事業

（その他）



感染症対策物資等の確保状況
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備蓄状況（令和６年度）

① 医療用（サージカル）マスク
（国）約3.7億枚
（都道府県）約1,800万枚
（合計）約3.9億枚

② N95マスク
（国）約3,400万枚
（都道府県）約440万枚
（合計）約3,840万枚

③ アイソレーションガウン
（国）約1.4億枚
（都道府県）約470万枚
（合計）約1.5億枚

④ フェイスシールド
（国）約3,790万枚
（都道府県）約320万枚
（合計）約4,100万枚

⑤ 非滅菌手袋
（国）約27.1億枚
（都道府県）約9,800万枚
（合計）約28.1億枚

３．個人防護具（ P P E）
・新型インフルエンザ等が発生した場合、必要に応じて医療機関等に対し、個人防護具の配布を行う。

１．治療薬

２．ワクチン

・新型インフルエンザ対策として、新型インフルエンザ等対策政府行動計画ガイドラインに基づき、4500万人分を備蓄
国と都道府県が均等に備蓄する行政備蓄分：3,500万人分、流通備蓄量：約1,000万人分

・抗インフルエンザ薬については都道府県および国備蓄量いずれも備蓄目標量に達している。必要に応じ、製造販売業者に対し、
抗インフルエンザウイルス薬の増産を要請する。

・新型インフルエンザ対策として、プレパンデミックワクチンの備蓄
約500万人分（H7N9）、約500万人分（H5N8）（令和６年12月末時点） ※令和６年度中には新たにH5N1のワクチンを備蓄予定。

・本ワクチンについては、発生した新型インフルエンザへの有効性を速やかに評価し、有効性が期待できた場合には、医療従事者や
国民生活及び社会経済活動の安定に寄与する業務に従事する者等に接種が行えるよう、備蓄している。

治療薬、ワクチン、個人防護具については、いずれも一定量の備蓄を行っており、新型インフルエンザ等の発生時には適切に対応する。
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